支援計画に係る認定申請書

※産地のプロデュースに係る事業以外

年　　月　　日

　　経済産業大臣殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

　伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１３条第１項の規定により、下記の支援計画について認定を受けたいので申請します。

記

１　支援事業に係る伝統的工芸品

２　伝統的工芸品の製造される地域における伝統的工芸品産業の概要

　　様式１３－（１）のとおり

３　支援事業の目標

　　様式１３－（２）のとおり

４　支援事業の内容

　　様式１３－（２）のとおり

５　支援事業を実施する場所

６　支援事業の実施時期

　　様式１３－（４）のとおり

７　支援事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

　　様式１３－（５）のとおり

８　支援事業の効果

　　様式１３－（２）のとおり

９　事業協同組合、協同組合連合会、商工組合その他の団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人については、総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日

　　様式１３－（６）のとおり

様式１３－（１）伝統的工芸品の製造される地域における伝統的工芸品産業の概要               

  ①　製造事業者数                                                                       

　②　従事者数                                                                           

　③　生産額又は出荷額　　                                                               

（注）１．数量の単位は、適宜選択し、金額は百万円とする。                                 

      ２．支援事業に係る伝統的工芸品が複数ある場合には、当該伝統的工芸品ごとに作成する。 

様式１３－（２）支援事業の目標、内容、効果等
＜令和　　年度＞
	項　　　　目


	目　　　　標


	具体的な内容（実施時期、実施場

所を含む。）
	効　果　等



	１．従事者の後継者

　　の確保及び育成

　　に関する事項


	①育成内容について

②育成時間について

③育成者確保について

④その他
	①人材確保（募集）方法等

②人材育成事業の方法等


	

	２．消費者等との交

　　流の推進に関す

　　る事項
	①交流事業について

②交流対象について

③交流推進について

④その他
	①交流人材確保（募集）方法等

②交流事業の方法等
	

	３．その他伝統的工芸品産業の振興の支援に関する事項
	
	
	

	
	
	
	


（注）１．数量の単位は、適宜選択する。                                                      

　　　２．「具体的な内容」は、実施時期及び実施場所を含め、「人材確保方法等」は、宣伝、広報の手段、受講料の徴収方法、確保対象等を、「事業の方法等」は、研修カリキュラム（例：一般教養、基礎講座、演習、応用演習、創作実習及び授業科目、研修時間、研修期間等）及び講師数等を記入する。
３．「その他」には、生活者等への情報提供、育成事業生の就職仲介方法等を記入する。       

様式１３－（３）支援事業実施施設の概要及び新たに設置すべき設備等                            

①  支援事業に利用可能な既存施設の概要                                                      

	

	
	設置場所
	
	所有者名
	

	
	施設名称
	
	運営主体名
	

	
	（運営主体の概要）                                                                      

①  設立年月日                                                                          

②　資本金（基本財産）等の出資者、出えん者の氏名又は名称並びに資本の額又は出資の総額    

③  現状資産（土地、建物）の概要（面積、用途、所有権の状況等）                          

④　事務局の概要（役員、事務局の長の氏名、職員数及び組織図）

	
	

	１．規模

    土地面積：        　㎡、建坪：         ㎡、延べ床面積：         ㎡

                                                   （構造：　　　　　　　　　　　）

２．施設概要

  ①施設の内容

	
	名　　　　　称
	施設数
	面　　積（㎡）
	内　　　容　　　等

	
	（例）実習室


	  １室


	     ５０


	　　　　（陶芸技術修得用）               



	
	       計
	
	
	

	
	

	  ②施設の内容

	
	施設の名称
	設置数（台）
	用　　　　　　　途

	
	（例）電動ロクロ


	        ３台


	          　（陶芸工作用）               



	
	

	３．上記施設のうち支援事業に利用可能な施設の範囲



	


②　新たに設置すべき設備等                                                                  

	項   目
	区　　分
	面積、数量
	用途、設備の種類、設置場所等
	設　置　年　度

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．数量の単位は、適宜選択し、金額は百万円とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　２．「項目」は、様式１３－（２）の「項目」を記入する。　　　　　　　　　　　           

　　　３．「区分」は、土地、建物、設備等を記入する。                                        

      ４．その他参考資料として、人材育成・交流支援センターを設置する場合については、下記の資料を添付すること。                                                                  

         　　　　　　                               記                                                     ①センター設置場所の用地の登記簿謄本（作成主体の所有の場合）又は第３者の所有する土地を借用する　　　　　場合にあっては、賃貸契約書

      ②建設工事に係る工程等スケジュール表                                                  

      ③設置するセンターの大きさ、間取り等のわかる図面及び完成予想図                        

様式１３－（４）支援事業の実施時期                  

              年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

様式１３－（５）支援事業を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法                        
＜令和　　年度＞
                                                            　　　　　単位（金額：百万円）  

	　項　　目
	 区　　分
	所要

資金
	        　　所　要　資　金　の　内　訳
	　備　　考

	
	
	
	　　　自　己　資　金
	　　補　助　金
	

	
	
	
	
	　 うち借入金
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	  合　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１．「項目」は、様式１３－（２）の「項目」を記入する。                                 

　　　２．「区分」は、設備資金又は運転資金の別を記入する。                                   

      ３．「所要資金の内訳」の各欄において調達先が複数ある場合には、該当欄に調達先ごとの金額を記入する。
      ４．「備考」は、自己資金の具体的な調達方法を記入する。                                 

様式１３－（６）総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日    

                                年　　　月　　　日                        

